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（単位：千円）　　

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ）

総事業費 交付対象経
費

国庫補助額 その他
（一般財源や
補助対象外

経費等）

1

令和5年度
鹿嶋市価格
高騰緊急支
援給付金

生活福祉課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税非課税世帯　@70千円×
6,900世帯　　
事務費　　10,742千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業
務委託料　使用料及び賃借料　人件費　として支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯　（6,900世帯）

R6.2 R6.3  493,742  493,742 
対象世帯に対して令和6年2月までに支給を開始
する

2

住民税均等
割のみ課税
世帯等支援
給付金事業
（住民税均
等割のみ課
税世帯給付
金）

生活福祉課

①物価高が続く中で住民税均等割のみ課税世帯への支援を行う
ことで、生活の維持に資する。
②住民税均等割のみ課税世帯への給付金及び事務費
③給付費　＠100千円×1,700世帯＝170,000千円
　 事務費　需用費（事務用品等）、役務費（郵送料等）、業務委託
料、使用料及び賃借料、人件費等として　4,257千円
　 ※事務費は、こども加算と按分
④R5年度の住民税均等割のみ課税世帯　1,700世帯

R6.3 R6.3  174,257  174,257 
対象世帯に対して令和6年3月までに支給を開始
する

3

住民税均等
割のみ課税
世帯等支援
給付金事業
（非課税世
帯等児童給
付金）

生活福祉課

①物価高が続く中で住民税非課税等の低所得世帯への支援を行
うことで、生活の維持に資する。
②住民税非課税及び均等割のみ課税世帯に属する児童数に応じ
たの給付金及び事務費
③給付費　＠50千円×1,150人＝57,500千円
　 事務費　需用費（事務用品等）、役務費（郵送料等）、業務委託
料、使用料及び賃借料、人件費等として　3,053千円
　 ※事務費は、均等割のみ課税世帯と按分
④R5年度の住民税非課税等の世帯に属する児童　1,150人

※世帯数及び事務費の一部は、計算シートに基づく仮のものが含
まれる。

R6.3 R6.3  60,553  60,553 
対象世帯に対して令和6年3月までに支給を開始
する

4
新１年生入
学祝い品支
給事業

総務就学課

①エネルギー・食料品価格等、物価が高騰しているなか、新たに
小学校に入学する児童にランドセルを支給することで、子育て世帯
を支援する。
②新たに小学校へ入学する児童に支給するランドセル購入費
③@17,000円×513人×1.1＝9,594千円
④新たに小学校へ入学する児童を持つ保護者

R6.1 R6.3  9,594  9,594 
新たに小学校へ入学する児童全員へのランドセル
支給（513人）
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5
準要保護児
童援助費

総務就学課

①エネルギー・食料品価格等、物価が高騰しているなか、準要保
護児童の就学援助として学用品費等の支援をすることで、子育て
世帯を支援する。
②準要保護児童の就学援助として学用品費等
③学用品費等（新入学学用品費・学用品費・通学用品費・校外活
動費・修学旅行費・オンライン通信費）　5,217千円
　・単価：19,030円～53,720円/年（学年等により変動）
　・人数：170人
④準要保護児童の保護者

R5.4 R6.3  5,217  5,217 全ての準要保護児童への支援（170人）

6
準要保護生
徒援助費

総務就学課

①エネルギー・食料品価格等、物価が高騰しているなか、準要保
護生徒の就学援助として学用品費等の支援することで、子育て世
帯を支援する。
②準要保護生徒の就学援助として学用品費等
③学用品費等（新入学学用品費・学用品費・通学用品費・校外活
動費・修学旅行費・オンライン通信費）　14,695千円
　・単価：33,990円～104,880円/年（学年等により変動）
　・人数：151人
④準要保護生徒の保護者

R5.4 R6.3  14,695  14,695 全ての準要保護生徒への支援（151人）

7

令和5年度
鹿嶋市子育
て応援チケッ
ト支給事業

こども相談課

①エネルギー・食料品価格等、物価が高騰しているなか、18歳ま
での子を持つ家庭に商品券を支給することで、子育て世帯を支援
する。
②商品券原資及び通知、支給等に係る事務費等
③子育て世帯応援商品券事業委託料等　39,770千円
　・商品券　@3,000円×10,000人＝30,000,000円
　・事務費（事業委託料）　8,790,783円×1.1＝9,669,861円
　　　　　　 （システム使用料）　100,000円　
④18歳までの子及びその保護者

R5.12 R6.3  39,770  39,770 
子育て世帯の経済的負担の軽減を図る

・対象児童数：18歳以下の児童10,000人

8

令和5年度
鹿嶋市公共
交通事業者
支援給付金

政策推進課

①エネルギー・食料品価格等が高騰しているなか、市内路線バス
及びタクシー事業者へ、燃料費等物価高騰分を補助することで、
公共交通を担う事業者を支援する。
②市内公共交通事業者への燃料費等物価高騰分に対する補助
金
③補助金　6,240千円
　・バス　@300,000×14台（2者）＝4,200千円
　・タクシー　@30,000×68台（5者）＝2,040千円
④市内公共交通事業者

R5.12 R6.3  6,240  6,240 補助金支給件数　82台分
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9

令和5年度
農業肥料・
飼料高騰対
策事業補助
金

農林水産課

①エネルギー・食料品価格等が高騰しているなか、高騰する肥料
費及び飼料費を補助することで、農業者を支援し、農業経営の継
続・安定化を図る。
②肥料費及び飼料費の高騰分に対する補助金
③補助金　6,450千円
　・肥料　高騰分の1/3以内又は限度額50千円×120人＝6,000
千円
　・飼料　高騰分の1/3以内又は限度額150千円×3人＝450千
円
④市内に住所又は本拠を有する認定農業者又は認定新規就農
者

R5.12 R6.3  6,450  6,450 補助金支給数　123人

10

下水道事業
電気料金・
資材価格等
高騰分補助

下水道課

①電気料金をはじめとしたエネルギー価格の高騰を受けて、公共
施設の光熱水費等の増加や、資材価格等が高騰している。この高
騰分に充当することで、安定的な市民サービスを提供する。
②下水処理に係る電気料金及び工事に係る資材、人件費等の高
騰分
③高騰分見込（37,065千円）のうち、10,000千円
　電気料：（R5見込）46,966千円-（R3実績）40,976千円＝5,990
千円
　資材等：（R5)140,085千円-(R3相当)109,010千円＝31,075
千円
　※その他の財源（27,065千円）は、コロナ臨時交付金（10,000千
円）及び企業会計内（17,065千円）で対応
④鹿嶋市下水道事業

R5.4 R6.3  37,065  10,000  27,065 

下水道使用料の維持

・現在の使用料　（税込）
基本料金：10立米まで1,320円
超過料金：
　148.5円/立米（～20立米）
　159.5円/立米（～50立米）
　170.5円/立米（～100立米）
　187.0円/立米（101立米～）

11
水道事業資
材価格等高
騰分補助

財政課

①エネルギー価格、物価高騰の影響を受け、資材価格等も高騰し
ている。この高騰分に充当することで、安定的な市民サービスを提
供する。
②工事費に係る資材、人件費等の高騰分
③高騰分見込（236,473千円）のうち、10,000千円
　　（R5)2,135,033千円－(R3相当)1,898,560千円＝236,473千
円
　※その他の財源（226,473千円）は、コロナ臨時交付金（10,000
千円）及び企業会計内（216,473千円）で対応
④鹿嶋市水道事業

R5.4 R6.3  236,473  10,000  226,473 

水道料金の維持

・現在の水道料金　（税込）
（例）φ20mmの場合
　基本料金：10立米まで2,310円
　超過料金：
　　231円/立米（～20立米）
　　253円/立米（～50立米）
　　275円/立米（～100立米）
　　291.5円/立米（101立米～）
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12
プレミアム付
商品券事業

商工観光課

①エネルギー・食料品価格等物価高騰の影響を受けている市民
と、同じく消費が落ち込み経営に大きな影響を受けている市内事
業者を支援する。さらに、市内事業者のデジタル化を推進する。
②プレミアム付商品券（紙と電子併用）の発行に係る経費
③54,158千円（プレミアム分26,000千円＋発行事務委託費
28,158千円）
・事務委託費内訳（28,158千円）
　　システム使用料　6,044千円，人件費　10,344千円，
　　旅費交通費　584千円，消耗品費　50千円，
　　通信費　150千円，広告費　515千円，
　　振込手数料　182千円，郵送費　931千円
　　印刷費　4,000千円，紙商品券販売・処分費　413千円
　　システム導入費　283千円，OCR処理費　102千円
　　運営管理費　2,000千円，消費税等　2,560千円
・平均プレミアム率20%の商品券を5,000円/セットで、26,000セット
販売する。
　※うち22,000セットは、デジタル商品券として発行。
・販売額ベース130,000千円にプレミアム分26,000千円を合わせ
た156,000千円の市内消費を生む。
④鹿嶋市民及び市内事業者

R5.7 R6.3  54,158  54,158 

商品券を購入・使用してもらうことで、多くの市民の
生活支援に繋げるとともに、総額156,000千円分
の地域消費を生むことにより、市内事業者の支援
にも繋げる。
デジタル商品券を実施することで、どの様な人が、
いつ、どこで、どのくらい消費したというデータが取扱
店でも把握できるようになることから、そのデータに
基づいて新たな販促方法を検討できるようになる。

本事業による地域消費額（商品券換金額）：
156,000千円（100％）


